
 理事会報告書                                       

１．概要 

 第 5 回 理事会  

日 時 令和元年 10月 8 日 19：15～22：30 

場 所 東町事務所 

出席者 

理事：大山盛樹、井手伸二、小泉徹児、山下潤一郎、小無田彰仁、永木照彦、浦川純二、 

重松康志、大石勝規、志岐浩二、笹原順哉、池田章子、飯野朋彦、田中拓郎 

監事：柿田謙三、平野英三 

書記：大月雅之 狩浦圭介 

事務局：坂井孝行、長谷川隆史 

２．理事会議題と決定事項 

（１）審議事項 
 １）長崎県理学療法士連盟より研修会共催のお願いについて 
  11月 18日長崎県勤労福祉会館にて行われる長崎県理学療法士連盟研修会への共催をお願いしたい。年

会費を払っている人、その場で年会費を払う人は無料。対象者にはメールで連絡予定。審議の結果、
提案通り可決された。 

２）長崎市在宅リハ支援センター研修会 周知のお願いについて 
在宅支援センターの研修会はいいこともしているので、周知できるような形にしたい。(内容は資料参
照)ホームページリンクにてアナウンスする。審議の結果、提案通り可決された。 

３）第 3回学術研修会予算補正について 
   理学療法士講習会に代わり第 3 回学術研修会を予定。予算からすると講師一人当たりに 300,000 円程

度の余りが出る。今回は物理療法の領域から平成記念病院の徳田先生をご紹介いただいた。経皮的電
気刺激(TENS)による疼痛緩和を研究されている。長崎大学の坂本先生に「痛み」について話した頂
き、抱き合わせる形での研修会を検討。90 分 2 コマで理学療法士講習会に代わり第 3 回学術研修会を
行う点、徳田先生の予算に加え、基礎の専門を持つ坂本先生分の適正な予算を立ててもらう点、以上 2
点が審議内容。審議の結果、提案通り可決された。 

４）NPO在宅ケアを支える診療所市民・全国ネットワーク全国の集い 2020in長崎おおむら大会実行委員 
参加のお願いについて 
令和 2年 9月 20日、21日にシーハットおおむらにて標記大会が開催予定。本会役員より実行委員を 1
名推薦してほしいとのことだったが NPO が医師会の協力を得られていないことから、本議案は会長預
かりとし、OT士会、ST士会と足並みを合わせて情報収集することとなった。 

５）9月 21日下五島地区研修会（役員巡回）延期について 
標記研修会は台風の影響により前日の時点で延期とし、10 月 27 日のキッズベースボールフェスタ in
五島の前日、26 日に開催予定。役員巡回も兼ねており、役員の選出も検討。志岐理事と大石理事が役
員として参加する方向となる。審議の結果、提案通り可決された。 

６）『第14回小学生ソフトボール大会』の事業終了報告について 
     9月 8日雨天で始まり、途中晴れて滞りなく終了。当初から雨を予想し、グラウンド整備のためスタッ

フを増員と替えボールを用意した。そこで予算が 16,278 円オーバーしたため補正予算について審議。
スタッフは 30 人から 37 人に増員。参加者は 350 人。熱中症対策に各チームにテントを持って来てい
ただき、氷の準備も多めにしたところ事故等なく無事終了。来年度テント数を増やすなど予算を増や
す可能性あり。審議の結果、提案通り可決された。 

７）推進リーダー制度(地域包括ケア/介護予防)の会員の申請状況について(令和元年 10月 7日までの申請
分)について 

   )e-ラーニング免除申請 1名、士会指定事業申請 3名。(資料参照)①の方は臨床経験不足によりフィード
バック、②、③の方を承認する形。審議の結果、提案通り可決された。 

 ８）新入会員承認について 
入会 2名、退会 0名、休会 0名、復会 0名、県内移動 11名、県外移動 4名。審議の結果、提案通り可
決された。 

 ９）鹿児島県理学療法士協会 50周年記念事業への参加について 
   令和 2 年 2 月 15日に標記事業が開催。当会役員は県学会出席のため塩塚相談役に参加を依頼する。審

議の結果、提案通り可決された。 
（２）報告事項 
１）第 2回協会指定管理者研修（案）について 

2 月 1 日島原にて開催し、島原地区のネットワーク作りなどの話題提供などを行う予定であったが、
協議の結果、交通の便が良く集まりやすい地区を会場とし、島原の先生をファシリテーターとして呼
ぶ方向で検討。未定の講師については三役に一任。 

２）9月に審議した『推進リーダー制度の会員の申請状況について』の一部内容の訂正と提出資料の差し替え 

先月審議した標記議題について、資料の訂正あり(資料参照)。e-ラーニングの申請が 7 名を 8 名に修



正。漏れていた 1名は士会指定事業の方で承認しており、e-ラーニングも自動的に免除となる。 
３）『第１回 長崎県理学療法士協会主催  西彼西海地区 中学校女子バスケットボール障害予防ミーティング』の事業終

了報告 
      今年から名称変更となり、9月 1日西海中学校の体育館にて啓発活動として開催。心配された熱中症は

なし。試合中の衝突による骨折が 1 件。今後、壁際のマットなど安全の確保を検討。アンケ―トの結
果今後の継続を希望する声が多かった。 

 ４）高校野球・中学野球メディカルサポート活動報告 
   高校野球はスタッフ 50 名、18 日間で利用人数は 110 名。例年より順延が多く、拘束時間が長くなり

スタッフの負担が大きい印象。今年度予算は 450,000 円だ、来年から増額する可能性が高い。中学野
球は今年から新規の依頼だったが、来年からも継続事業になる可能性が高い。大会は 3 日間でスタッ
フが 13名。利用人数は 71名。今後県全域へ向けて質を上げる研修会を検討。 

５）元気がいちばんたい！健康バンザイがんばらんばキャンペーンの中止についての報告の件 

   台風 17 号の影響で行政から中止の報告あり。会議は開かれて支出は出ている。残金はある状態。予算
執行の代替え案として、体力測定機器の購入を検討。県民祭り等で使用可能。超過した分は補正予算
として提出予定。 

 ６）第 1回及び第 2回長崎地区研修会報告の件 
   第 1 回を 6 月 29 日、第 2 回を 9 月 14 日に開催。第 1 回は参加者 97 名、2 回目は参加者 58 名。2 回

目は認定取得ギリギリの時期で、新プロ対象者以外が 48 名いた。来てほしい層には来ていただいた。
今後、狭い会場で人数を制限するより、キャパシティを広げる方向を検討。 

 ７）長崎県理学療法士協会 50 周年式典・祝賀会実行委員進捗報告 
   2021 年開催予定の標記式典について進捗状況を報告。(資料参照)日程は 5 月 29 日を予定。 会場はホ

テルニュー長崎を予定。今から講師を考える。運営係やスタッフも入れる予定。今後は都度、理事会
で進捗状況を報告する。 

（３）その他報告事項 
 １）講師の専門・認定資格について 

JPTAの既定路線で研修会等の講師は専門・認定の取得者から選ぶ方向。講師予定の長福先生はどちら
も未取得のため、九州会長会議で確認する。承諾が取れなければ、本人に説明して講師依頼を取り下
げる方向となる。 

２）県学会について 
県学会について問題なく進捗しているが、ポスターに「1mm 単位の触察」とあった。今後エビデンス
の有無にも注意する。講師が会社を持って物品販売していることもあり、当学会では機器展示はしな
いことを説明することを確認。 

 ３）九州学会について 
台風の影響あるが、開催の最終的な判断は 11 日の 12 時。当初外でのビラ配りを予定したが、外は共
有スペースなのでロビーで行ってほしいとのこと。鹿児島のホームページのポスターに空白があり、
そこに長崎の紹介を掲示していただけないか、広報に連絡した。返事はまだ。 

 ４）災害リハについて 
災害リハの研修について、12 月 1 日に役員対象の練習。PT、OT、ST で 40 名予定。まず理事と各地
区で 11月 30日のファシリテーターの研修に出られない方対象。県から 30日予定の玄界原発の避難訓
練への協力要請が J-RATにあり。人員を検討。県北で 8か所の避難所を予定。今後調整。 

 ５）内規について 
県からの指摘をもとに事業費を上げるため内規を見直す必要あり。検討委員会の組織化はまだだが、
検討すべきところについて資料にしている。(資料参照)交通費、宿泊費、当日運営費、役員報酬などを
検討している。他県の決算を取り寄せて比較したところ、長崎は事業費のうち 37％が会議費で 400 万
円/年、計上している。他県は高くても 5％程度でその代り給与手当があり、給与として活動費を出し
ている。日当を出すかどうか検討課題だが、源泉対象となり事務経理作業が大変。正味財産増減計算
書の公益目的事業費用を増やす必要があるというところで、勘定科目を見直し、内規との摺り合わせ
ができるような作業が困難であることがわかってきた。税理士や公認会計士の先生にも相談している
が、次年度予算を提出する 12 月までに、正味財産増減計算書の指導を受けた通りになるような予算書
を立てないといけない。さらに次年度から会費を 3,000円増額しているので、その分の分配も考えない
といけない。現状は事務所費用も管理費に含めているが、賃貸費用 240 万円と事務員の給料や事務員
の作業内容を精査し、これが公益目的事業に当たる内容であれば、半分以上は事業費に配賦できるこ
ともある。県としては相談に来てほしいとのこと。まずは次年度の事業予算、会費を上げて収入が上
がった分を落とし込んだとき、今までよりどのくらい費用計上する必要があるか。それを管理費(配賦
基準)の中からどのくらい埋められるのかをポイントとして相談してみる。 

 

 

 


